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会社概要

サントリーホールディングス株式会社
◆設立年：1899年
◆本社：大阪市北区堂島浜2-1-40

◆売上収益（酒税控除後） ２兆６,５８８億円 （２０２２年度 国際会計基準）

◆営業利益 ２,７６５億円 （２０２２年末時点 国際会計基準）

◆主要事業

酒類事業 飲料・食品事業 健康食品事業
外食・花・
サービス関連事業



サントリーグループの企業理念



「やってみなはれ」の会社

1907

赤玉ポートワイン

1923

日本初のウイスキー作り

失敗や反対を恐れない
創業者の強烈な
挑戦から始まった

1937
角瓶発売赤玉ポートワイン

会社紹介



「やってみなはれ」精神は引き継がれ、
挑戦と失敗の連続で市場を創造

会社紹介



サントリーにおける人本主義

1899年の創業から「人」を最重視した経営を推進し、「人」こそが、経営の最も重要

な基盤であるという「人本主義」の考えのもと、さまざまな取り組みを進めております。

個性や多様性を強みとして活かすDEIの推進、従業員はもちろんご家族も含めた

健康経営の推進など、従業員一人ひとりが、サントリーグループの一員として、

自分らしくイキイキと働ける環境をつくり出しています。



本日のアジェンダ

１．会社概要

２．わが社におけるDC制度の位置づけ

３．ガバナンスの取り組み

４．継続教育・商品見直し

５．運営管理機関評価の取り組み

６．直近の取り組み



サントリーにおける退職給付制度

確定給付企業年金(DB)

確定拠出年金(DC)

退職一時金

【サントリーの退職給付制度の考え方】

「定年後の生活を支える重要な要素の一つ」として『長期的・安定的な支給』を

基本的な考え方としており、それを実現していくことが、「仕事に専念できる安

心感」「会社への求心力」の向上にも寄与すると考えている。

確定拠出年金は、個々の選択においてより豊かな生活を実現していくことを

基本思想とする。

退職金



◆ＤＣ加入者 ：6,438人 （2023年3月末時点）
◆ＤＣ導入時期 ：2005年4月
◆ﾏｯﾁﾝｸﾞ拠出 ：2013年4月
◆運用商品 ：元本確保型7本

投資信託14本 （計21本※）
※うちバランス型商品6本

◆運営管理機関 ：三井住友信託銀行 様

サントリーにおけるＤＣ制度
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「従業員（加入者）本位」の制度運営

加入者が自己責任で運用を行い、

その結果将来の給付額が決まる制度

企業型DCとは？
事業主は、

加入者の資産運用支援/ 加入者の利益を
最大限実現できる運営が必要

企業型DCガバナンス
（努力義務）

2018年法改正 2020年ガバナンス体制構築

DC委員会の設置

加入者の意見が
反映される体制

サントリーでの具体的な実現方法

①運営管理機関の評価
②運用商品のモニタリング
③継続投資教育

基金の基盤活用

加入者が適切に
資産運用できる

環境整備

DC運営：人事部/基金（事務局） 年2回定期開催
DC委員会メンバー：人事部/基金/労働組合
※会社（経営）側参加者として人事部部長、
従業員側参加者として労働組合委員長を含む執行部が参加
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ＤＣ委員会発足後の主な取組み

★加入者
アンケート

（フリーコメントのみ）

★DC委員会発足
★運用商品の評価

★運用商品見直し
★信託報酬引き下げ

★運営管理機関
評価

★Eラーニング ★Eラーニング ★Eラーニング

説明会 ★説明会

★FP個別サポート

商品保有別
個別通知

組合と連携した
施策周知

★組合と
連携した
施策周知

★FP個別サポート

FP個別
サポート導入

基金イントラ
の強化

★Eラーニング

加入者アンケート
意見収集
・定量分析

★投資教育の拡充

★加入者の状況把握・加入者の声を施策に反映

★加入者アンケート
意見収集
・定量分析

★加入者アンケート
意見収集
・定量分析

投資教育の充実を図り、加入者への情報提供や
環境面の取組み（運用商品の見直し・運営管理機関の評価）を推進

★運用商品見直し

★加入者アンケート
意見収集
・定量分析

★Eラーニング

★説明会

★FP個別サポート

商品保有別
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★運営管理機関
評価

★DC委員会体制での運営
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よくいただくご質問

アンケートはどうやって収集していますか？
回答率は？
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よくいただくご質問

継続投資教育はどのようなことをされていますか？
工夫されている点はどこですか？



加入者目線で「退職金関連の情報」の一元化

加入者への情報提供・開示の強化

退職金制度・DB・DC、運営管理機関サイト、各種支援サービスの
情報が散在していた

2020年

アクセス数を計測し
加入者に見られているかを
確認しながら運営

基金イントラネットに
退職金制度・DB・DCの情報を集約

ＤＣページを新設



国内債券
パッシブ
1本

国内株式
パッシブ
１本

外国債券
パッシブ
2本

バランス型
パッシブ
１シリーズ
計６本

新興国債券
パッシブ
１本

新興国株式
パッシブ
１本

投
資
信
託

サントリー 確定拠出年金（ＤＣ） 商品一覧 《2021年4月～》信託報酬の値下げ・信託報酬の低い商品の追加

低信報商品
１本
追加

外国株式
パッシブ
２本

運用商品見直し(追加)・信託報酬引き下げ

21

低信報商品
同シリーズ

３本
追加

信託報酬
引き下げ

低信報商品
１本
追加

信託報酬
引き下げ

（資産配分固定型）

2021年

■同カテゴリの信託報酬最安値と同水準にする

運用商品ラインアップを目指す
【2021年4月現在】
追加商品は、外国株式以外最安値を実現
※外国株式最安値は運営管理機関ユニバースに取扱いなし
⇒運営管理機関の評価で、継続協議事項として取扱い

運用商品モニタリングの方向性

■運営管理機関とのMTG
■基金で契約するDBコン
サルティング会社の活用

■DB資産運用委員会にて
運用商品のモニタリング

■DC委員会で機関決定

モニタリング手法



■変更手続き＋商品説明
■FPサポートによる個別フォロー

6～8月

7～8月

・説明会参加者
  ⇒手続き実施率：高

・手数料の高い→安い
商品への切替
    ⇒一定数進んだが

未実施者が多い

■説明会追加開催 計11回 
FPサポート期間延長

■組合支部説明会での案内

一石三鳥の説明会

■商品追加の意図・特徴解説
■変更手続きのサポート

 説明会・FPの活用促進
■切替状況・変更未実施理由確認

■手数料の高い商品の保有
 者に個別アプローチ
■自身の保有状況を通知

商品追加をﾌｯｸに
投資教育を拡充

・未実施者実態：
  資産配分不明
変更方法不明多数

Eﾗｰﾆﾝｸﾞでも商品・手続きを周知

21年4～5月

22

商品追加をフックにした資産運用の促進2021～22年

商品保有別の個別通知

22年11～12月



■概要      低廉商品への変更未実施の理由として最も多い、
『 自分が該当商品を保有しているかわからない』という声に基づき、

  手数料の高い商品の保有者（約2,500名）へ
  該当商品の購入状況・手続きの方法を個別通知

■周知方法 運営管理機関よりメール・封書の2種類を送付

■周知内容

ターゲットを限定した新たな取組み

一人一人に、自身の商品の購入状況を提示

すぐに行動できるように

サポート施策・加入者番号を同封

2022年



商品追加がＤＣへの関心ＵＰ・資産配分を見直す機会に！

■2021-22年の従来商品(手数料の高い商品）保有人数の推移

2021年
3月   4月     5月    6月    7月   8月     9月   10月

2022年 2023年
10月  11月  12月  1月    2月    3月

4,343
3,748

3,506

2,603
3,277

2,875
2,688

2,644

従来→新
変更人数

2,580人2,456
2,263

1,7631,861
1,871

1,796

 65 595 242  229 402 187  44  41

前月
増減
(人)

 18 193  402 10    75    33

前月
増減
(人)

11/29個別通知Eﾗｰﾆﾝｸﾞ商品追加

商品・手続き理解度の上昇
 説明会・FP申込人数   ：加入者の約3割
Webアクセス率大幅上昇    ：＋15％

手続き実施率の上昇
手数料の高い→安い商品への切替：保有者の約6割
元本確保商品のみ保有者の減少 ：保有者の約2割

〇

〇

＜21-22年活動結果＞
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運営管理機関の評価について

評価を行うだけでは、「加入者の利益」が確保されない可能性あり。
サントリーでは、厚生局から選出されたことをきっかけに、
ガバナンス強化の観点で、運営管理機関の評価体制を構築。

企業型確定拠出年金実施事業所の運営状況報告書（抜粋）

2022年

＜2022.3改正＞
◆厚生局が各事業所に直接状況確認
◆2022年から5年で全事業所を一巡するよう
対象事業所を選定

◆選定事業所は10月末までに回答
⇒2022年6月サントリーは対象実施事業所に選出

(1)運営管理機関の評価等の実施状況

１：評価等を行っている

２：評価等を行っていない

厚生局への報告は、運営管理機関の
評価を行っている/行っていない

2つの選択肢しかない！

■運営管理機関の評価（努力義務）

＜2018法改正＞
◆事業主は少なくとも
５年毎に運営管理機関
の評価を行い、対話を
通じて改善していく
※2023年5月までに実施



加入者利益を確保するための「評価」とは？

より良い制度運営のため、法令解釈以上の評価体制を検討

②実効性を考慮した
「評価」方法

形骸化しない仕組み
評価の継続性を

考慮したマニュアル

ポイント

■法令解釈通知で充分でないと思われ
る評価項目は独自の項目を追加

■評価には「加入者アンケート」を
元に「加入者の声」を反映

■専門的知見（DC広研等）によるア
ドバイス・チェックを受ける

■評価の定例化/改善事項の進捗報告
■ＤＣ委員会の議題として定型化
⇒担当者交替によらない評価が可能

①組織的に対応する
「評価」ステップ

■DC委員会での評価を文書で通知
■改善要望に対する正式な回答依頼
■回答について協議し、内容記録
■評価業務についてエビデンス保存
■加入者開示は人事部通達で発信
⇒組織的な取組みが可能

ポイント



よくいただくご質問

評価項目について、独自にどのような項目を追加され
ましたか？



「改善要望」に対する「協議結果」

運用の方法について

【要望】2021.4月追加商品の資産
クラスにおいて、一物多価の解消
をさらに進めて欲しい。

【要望】今後のユニバース外の商
品依頼においては、回答遅延にな
らないよう進めて欲しい。

加入者への情報提供

【要望】加入者とのインターフェ
イスについて、総合的に改善の提
案をして欲しい（他社事例：三菱
D-Canvasではインターフェイス
の改善を実施）

継続投資教育

【要望】加入者の利益を考慮し、
積極的な提案をして欲しい。

【協議結果】
・運用会社への働きかけを含
め最大限注力している。

・今後のユニバースへの新た
な商品追加については、あ
らかじめスケジュールを提
示する。

【協議結果】
・まずはスマホアプリとWeb
の連動から進めている。
改善には時間を要すが、
目指す方向性は同じと認識
している。

【協議結果】
・積極提案すると約束。

運営管理機関の評価の定例化、1年毎に改善状況の進捗確認を行うことを約束

協
議
結
果
は
、
議
事
録
を
運
営
管
理
機
関
と
共
有

人
事
部
・
基
金
・
運
営
管
理
機
関
で
協
議



自分たちの意見が
反映されている

「満足」

加入者としての要望
（法令解釈の項目以上）

法令解釈の
項目のみ

要望を反映することによって・・・

加入者に開示したとき

「無関心」で
終わる

（加入者に届かない）

「加入者アンケート」「加入者開示」の意味合い

DCへの関心度
制度運営への信頼感
運用商品ラインアップへの信頼感

満足感の先に
アップする項目



よくいただくご質問

運営管理機関評価について体制整備したことにより
何か変わりましたか？
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「従業員（加入者）本位」を考慮した直近の取組み

個別通知の活用
信託報酬の高い
投資信託の除外

レベル別の投資教育･
分散投資の商品拡充

【課題】
  まだ相当数、手数料の

   高い商品の保有者が
   いる

【課題】
  無関心層が一定数存在

【課題】
  主体的に行動できない 

層がいる（理解度の
2極化が進みかねない）

加入者が適切に資産運用を行えるよう
環境を向上し、DCへの関心喚起・行動変容を促します

加入者の状況把握・ニーズを踏まえ対策を具体化



ご清聴いただき、ありがとうございました。
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